
令和年月日 月曜日 (第号付録) 月目録官 報

九
三

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
に
基
づ
く
資
産
凍
結
等

の
措
置
の
対
象
と
な
る
タ
リ

バ
ー
ン
関
係
者
等
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
八
特5

一

〇
外
務
省
、
文
部
科
学
省

一

海
外
の
文
化
遺
産
の
保
護
に

係
る
国
際
的
な
協
力
の
推
進

に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
を

変
更
し
た
件

一
三

三

〇
財

務

省

三
〇

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

六

三

三
一

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
及
び
政

府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則

第
五
条
第
十
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短
期

国
債
及
び
政
府
短
期
証
券
の

発
行
条
件
等
を
告
示

六

三

三
二

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

六

四

三
三

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示

六

四

三
四
三
五

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

六

五

三
六
四
四

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付
国

債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

一
三
29

九

四
五
四
七

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
六
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付
国

債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

一
三
29
一
五

四
八
五
〇

個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に

関
す
る
省
令
第
四
条
第
十
四

項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し

た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条

件
等
を
告
示

一
三
29
一
七

五
一

国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一

条
の
規
定
に
よ
る
国
債
の
買

入
消
却
に
関
す
る
件

二
八
40

五
二

中
華
人
民
共
和
国
産
黒
鉛
電

極
に
つ
い
て
関
税
定
率
法
第

八
条
第
八
項
及
び
第
九
項
に

規
定
す
る
事
実
を
推
定
す
る

こ
と
を
決
定
し
た
件

二
八
40

〇
財
務
省
、
農
林
水
産
省

一

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
附
則
第
三
十
五
条
の
規

定
に
基
づ
き
、
同
条
の
主
務

大
臣
の
定
め
る
利
率
を
定
め

る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件

二
〇

三

二

農
業
信
用
保
証
保
険
法
第
五

十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
同
項
の
主
務
大
臣
の

定
め
る
利
息
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
〇

四

三

中
小
漁
業
融
資
保
証
法
第
六

十
九
条
第
一
項
の
主
務
大
臣

が
定
め
る
利
息
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
〇

四

〇
財
務
省
、
経
済
産
業
省

三

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
別
表
第
一
第
十
四
号
の

下
欄
の
規
定
に
基
づ
き
、
特

定
の
中
小
企
業
者
を
対
象
と

し
、
か
つ
、
中
小
企
業
に
関

す
る
重
要
な
施
策
の
目
的
に

従
っ
て
貸
付
け
が
行
わ
れ
る

長
期
の
資
金
と
し
て
主
務
大

臣
が
定
め
る
も
の
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

二
八
40

〇
文
部
科
学
省

三

大
学
設
置
基
準
第
三
十
二
条

第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
獣

医
学
に
関
す
る
学
科
の
卒
業

の
要
件
の
う
ち
専
門
教
育
科

目
の
単
位
数
の
専
門
分
野
別

の
配
分
を
廃
止
す
る
件

三

三

四

産
学
官
連
携
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
創
出
事
業
費
補
助
金
（
独

創
的
革
新
技
術
開
発
研
究
提

案
公
募
制
度
）
交
付
規
則
を

廃
止
す
る
件

七

四

五

公
立
の
小
学
校
等
の
校
長
及

び
教
員
と
し
て
の
資
質
の
向

上
に
関
す
る
指
標
の
策
定
に

関
す
る
指
針
の
一
部
を
改
正

す
る
件

二
一
35
七
四

六八

重
要
無
形
文
化
財
の
保
持
者

死
亡
に
よ
る
認
定
解
除
の
件

二
七

二

九

国
立
大
学
法
人
法
第
二
十
一

条
の
九
第
二
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
同
条
第
一
項
の
承
認

を
し
た
国
立
大
学
法
人
を
告

示
す
る
件

二
八

五

一
〇

文
部
省
所
管
の
補
助
金
等
に

関
す
る
事
務
を
都
道
府
県
知

事
が
行
う
こ
と
と
な
っ
た
件

及
び
文
部
省
所
管
の
補
助
金

等
に
関
す
る
事
務
を
都
道
府

県
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と

と
な
っ
た
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件

二
八

五

〇
厚
生
労
働
省

七

国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

金
等
の
算
定
に
関
す
る
政
令

第
九
条
第
四
項
第
一
号
ロ

及
び

の
規
定
に
基
づ
き
令

和
三
年
度
、
令
和
四
年
度
及

び
令
和
五
年
度
の
全
て
の
都

道
府
県
に
係
る
年
齢
階
層
に

属
す
る
被
保
険
者
に
係
る
医

療
費
指
数
算
定
基
礎
額
の
総

額
及
び
被
保
険
者
の
総
数
と

し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
額
及
び
数
を
定
め
る
件

三

三

八

国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

金
等
の
算
定
に
関
す
る
政
令

第
九
条
第
五
項
第
二
号
の
規

定
に
基
づ
き
令
和
七
年
度
に

お
け
る
全
て
の
都
道
府
県
に

係
る
被
保
険
者
一
人
当
た
り

の
所
得
額
の
見
込
額
と
し
て

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
額

を
定
め
る
件

三

四

九

国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

金
等
の
算
定
に
関
す
る
政
令

第
十
条
第
三
項
第
二
号
の
規

定
に
基
づ
き
令
和
七
年
度
に

お
け
る
全
て
の
都
道
府
県
に

係
る
被
保
険
者
一
人
当
た
り

の
所
得
額
の
見
込
額
と
し
て

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
額

を
定
め
る
件

三

四

一
〇

国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

金
等
の
算
定
に
関
す
る
政
令

第
十
一
条
第
三
項
第
二
号
の

規
定
に
基
づ
き
令
和
七
年
度

に
お
け
る
全
て
の
都
道
府
県

に
係
る
介
護
納
付
金
賦
課
被

保
険
者
一
人
当
た
り
の
所
得

額
の
見
込
額
と
し
て
厚
生
労

働
大
臣
が
定
め
る
額
を
定
め

る
件

三

四

一
一

労
働
安
全
衛
生
法
の
規
定
に

よ
り
登
録
性
能
検
査
機
関
の

代
表
者
の
氏
名
を
変
更
し
た

件

四

三

一
二
一
三

労
働
安
全
衛
生
法
の
規
定
に

よ
り
登
録
性
能
検
査
機
関
の

事
務
所
の
名
称
を
変
更
し
た

件

四

四

一
四

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
手

数
料
の
額
の
一
部
を
改
正
す

る
件

四
22

五

一
五

令
和
七
年
度
技
能
検
定
実
施

計
画
を
定
め
る
件

四
22

七

一
六

検
疫
法
施
行
令
別
表
第
三
の

規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大

臣
が
指
定
す
る
陸
域
の
地
域

の
一
部
を
改
正
す
る
件

六

六

一
七

検
疫
法
第
八
条
第
四
項
の
規

定
に
よ
る
検
疫
区
域
の
一
部

を
改
正
す
る
件

六

六

一
八

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収

等
に
関
す
る
法
律
第
十
二
条

第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
失

業
等
給
付
費
等
充
当
徴
収
保

険
率
を
変
更
す
る
件

七

四

一
九

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収

等
に
関
す
る
法
律
第
十
二
条

第
八
項
の
規
定
に
基
づ
き
育

児
休
業
給
付
費
充
当
徴
収
保

険
率
を
変
更
す
る
件

七

四


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